
指標：一人暮らし高齢者比率、日常生活に影響のある高齢者比率、介護保険３施設の入所高齢者
　　　　比率（ブロック・圏域別）

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：地域別に見た少子・高齢化の動向はどうなっているか。

（出典）①　総務省統計局「平成12年国勢調査報告」をもとに作成。
②　厚生労働省「平成13年国民生活基礎調査」をもとに作成。
③ 厚生労働省「平成13年介護サービス施設・事業所調査」をもとに作成。

（注）　　①　一人暮らし高齢者比率＝65歳以上単独世帯人口／65歳以上人口
② 施設入所者、長期入院者は調査の対象外となっている。
③ 在所者率には2号被保険者（40～64歳）の利用分を含む。　　

①　一人暮らし高齢者比率
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②　日常生活の影響のある高齢者比率
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③　介護保険3施設の在所者率
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　一人暮らし高齢者比率については、近畿、北海道及び九州で高く、日常生活に影響のある高齢者比率については、中
国及び四国で高く、介護保険３施設の入所高齢者比率については、沖縄をはじめとする地方圏が高くなっている。

指標：高齢者比率と身障者手帳所持比率との相関（都道府県別）

　高齢者比率と身障者手帳所持比率の関係を都道府県別にみると、両者の相関は高い。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：地域別に見た少子・高齢化の動向はどうなっているか。

（出典）　総務省統計局「平成12年国勢調査報告」、厚生労働省官房統計情報部局「社会福祉行政業務報告」に基づき国土交通省国土計画局作成。　　

都道府県別高齢者比率と身障者手帳所持比率(2000年）
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全国平均
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20

ライフスタイルの動向

（注）　　北海道：北海道
　　　　　東　北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県
　　　　　関　東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
　　　　　中　部：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
　　　　　北　陸：富山県、石川県、福井県
　　　　　近　畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　　　　中　国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
　　　　　四　国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県
　　　　　九　州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
　　　　　沖　縄：沖縄県　



指標：合計特殊出生率と女性初婚年齢等との相関（都道府県別）

　合計特殊出生率、女性初婚年齢及び有配偶出生率の関係を都道府県別にみると、合計特殊出生率と女性初婚年齢
の相関が高い。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：地域別に見た少子・高齢化の動向はどうなっているか。

都道府県別女性初婚年齢（2000年）
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都道府県別有配偶出生率（2000年）
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（出典）　総務省「国勢調査報告」、「社会生活統計指標」、厚生労働省「人口動態統計」、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」を

　　　　　もとに国土交通省国土計画局作成。

都道府県別合計特殊出生率(2000年)
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一般世帯数等の推移（全国）
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指標：類型別世帯数及び割合・１世帯当たり人員（全国）

　類型別世帯数の動向をみると、核家族化や高齢化の進行を反映して、核家族世帯数や単独世帯数が増加傾向にあり、
一世帯当たり人員は減少化傾向にある。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。

（注）　注１：1960年については、資料の制約のため、65歳以上とその他で単独世帯を区分していない。

　　　　注2：1970年については、資料の制約のため普通世帯の65歳以上の単独世帯を参考に示している

一般世帯の家族類型の比率の推移
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指標：類型別世帯数及び割合・１世帯当たり人員（ブロック・圏域別）

　類型別世帯数割合及び1世帯当たり人員の動向をブロック別にみると、全てのブロックにおいて、単独世帯の増加と一
世帯あたり人員の減少がみられるが、その水準については地域特性を反映してばらつきがみられる。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。

（注）　　1970年については、資料の制約のため普通世帯の65歳以上の単独世帯を参考に示している。

一般世帯の家族類型の比率の推移等（ブロック別）
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一般世帯の家族類型の比率の推移等（圏域別）
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指標：有配偶・単独世帯数の一般世帯数に占める割合（圏域別）

　単身赴任を表す有配偶・単身世帯数の一般世帯に占める割合をみると、男性４５－５４歳で割合が顕著に高くなり、ま
た増加傾向にある。圏域別には、大都市圏の比率が地方圏を上回っている。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。

有配偶・単独世帯数の一般世帯数に占める比率の推移
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（出典）総務省統計局「国勢調査報告」より作成。
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指標：有配偶・単独世帯数の一般世帯数に占める割合（都道府県別）

　単身赴任を表す有配偶・単身世帯数の一般世帯に占める割合を都道府県別にみると、その水準にはばらつきはあるも
のの、男性の割合が女性を上回り、また男性・女性ともその割合が上昇している。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。

有配偶・単独世帯数の一般世帯数の占める比率の推移(都道府県別）
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（出典）総務省統計局「国勢調査報告」より作成。

指標：テレワークを望む人の割合（男女年齢別・居住地域別）

　テレワークを望む人の割合を男女年齢別にみると、男性は年齢が低くなるほど割合が高くなるのに対し、女性は４０歳
代が最も高い。居住地域別には大きな差異がみられない。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。
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（居住地域別）
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（出典）内閣府「国土の将来像に関する世論調査」（平成１３年６月調査）より作成。

（注）テレワークしたいは「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の比率の計であり、テレワークしたくないは「そうは思わない」と「どちらかといえばそう思わない」
の比率の計である。　　　　　
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指標：理想の居住地域の意向（男女年齢別）

　理想の居住地域の意向をみると、三大都市圏の主な都市や地方圏の町村について選好が高まっている。男女年齢別
にみると、三大都市圏の主な都市については女性の選好が強く、地方圏の町村は高齢者の選好が強い。　

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。
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三大都市圏の主な都市（東京23区及び横浜・名古屋・大阪などの政令指定都
市）（性別・年齢区分別）
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（資料）　内閣府「これからの国土づくりに関する世論調査」（平成8年6月調査）及び「国土の将来像に関する世論調査」（平成13年6月調査）
　　　　　より作成。

指標：理想の居住地域の意向（居住地域別）

　理想の居住地域の意向を居住地域別にみると、三大都市圏の主な都市及び地方圏の町村ともに、居住地域について
の選好は強いが、他の地域に居住している者の当該地域への選好も高まっている。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。
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（出典）　内閣府「これからの国土づくりに関する世論調査」（平成8年6月調査）及び「国土の将来像に関する世論調査」（平成13年6月調査）
　　　　　より作成。
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指標：持ち家志向（圏域別）

　持ち家志向は、地方圏の方が大都市圏より強いが、将来的には持ち家志向は弱まるものと考えられている。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。

①　持ち家志向か借家志向か？

87.1

76.8

2.7

7.1

6.3 3.9

4.012.0

0 20 40 60 80 100

地方圏

大都市圏

（％）

土地・建物については両方とも所有したい

建物を所有していれば、土地は借地でも構わ
ない
借家（賃貸住宅）で構わない

わからない

②　将来（およそ30年後）の住宅所有の意識としてどのような意識が中心となるか？
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借家（賃貸住宅）で構わないという意識

その他

（出典）①　国土交通省土地・水資源局「土地問題に関する国民の意識調査（平成14年1月調査）」
　　　　② 国土交通省土地・水資源局「平成12年度21世紀の土地利用の将来像に関するアンケート調査報告書(平成13年3月）」
（注）　①のｸﾞﾗﾌについて 1. 調査対象は、全国20歳以上の者から層化2段無作為抽出法により抽出した3,000人。

2 .調査方法は、調査員による面接聴取で、有効回収数(率)2.257人(75.2％)。
3. 設問は、「次にご自身が住むための住宅の所有について、どのようにお考えになりますか。この中からあてはまるものを1つだけあげてください。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　である。
　　　　②のｸﾞﾗﾌについて　1.調査対象は、大学職員・研究機関等の職員・研究者、アナリスト、上場企業経営企画役職員1,000名。

　　　　　　　　　　　2. 調査方法は、郵送方式によるアンケート票の配布・回収で、有効回収数（率）409通（40.9％）。
3. 設問は、「国民が望ましいと考える住宅の所有形態としては、現在のところ、以前として持ち家が多くなっています。今後（およそ30年後）、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　国民の住宅所有に関する意識としては、どれが中心になると思われますか。最もお考えに近いもの1つに○をつけてください。」である。

指標：住宅地土地平均価格と現金給与総額の比較（都道府県別）

　住宅地の土地平均価格を都道府県別にみると、居住地選好の度合い等を反映して給与水準に比べてばらつきが大き
い。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。

（出典）国土交通省土地・水資源局「都道府県地価調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」に基づき国土交通省国土計画局作成。
　　　　
（注）数値は全国平均を1.0として指標化した数値を掲載。
　　　なお、都道府県の列順は現金給与総額が高いものを左から配列してある。

住宅地における土地平均価格と現金給与の動向（２００１年）
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指標：都道府県別男女比（15～24歳、25歳～64歳人口）の全国平均からの乖離

15～24歳、25歳～64歳人口の男女比を都道府県別にみると、東京圏を含む関東地域等で男性の比率が高くなっている。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：働き方・住まい方選択の動向はどうなっているか。

（出典）　総務省「人口推計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）　男女比とは、女性人口を100とした場合の男性人口の割合である。

都道府県別男女比（15歳～24歳、25歳～64歳）(2002年)
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指標：1人1日あたり３次活動時間、ボランティア活動・社会参加活動時間
　　　　（男女年齢別、ブロック・圏域別）

　自由になる３次活動時間は、概ね男性が女性を上回り、その傾向は65歳以上で特に顕著。地域別には、北海道及び北
陸の女性を除いて大きな特徴はみられない。ボランティア活動・社会参加活動時間については、15-64歳では女性が長く、
65歳以上では男性の方が長くなっている。地域別には、ばらつきがみられる。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：女性・高齢者の社会参加の動向はどうなっているか。

(出典)①、②いずれも総務省統計局「平成13年社会生活基本調査」をもとに作成。
（注） 3次活動は、移動（「通勤・通学」を除く）、テレビ・ラジオ・新聞・雑誌、休養・くつろぎ、学習・研究（「学業」以外）、趣味・娯楽、スポーツ、ボランティア活動・
　　　 社会参加活動、交際・つきあい。受診・療養、その他の合計。

②　1人1日あたりボランティア活動・社会参加活動時間
 2001年
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①　1人1日あたり3次活動時間　2001年
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指標：世論調査結果：「心の豊かさか、物質的豊かさか」「日本の国や国民について誇りに思うこと」
　　　　の項目別割合

　国民の価値観の変化を世論調査でみると、「物質的豊かさ」より「心の豊かさ」を重視し、また経済的繁栄より歴史・伝統、
自然、文化・芸術を重視する方向に変化してきている。

モニタリング項目：ライフスタイルの動向 視点：世代交代等により価値観はどう変わっているか。
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【心の豊かさか、物質的豊かさか】
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（出典）内閣府「社会意識に関する世論調査」より作成。

　（注）　１．複数選択。
　　　　　２．1981年の調査では「国民の人情味」、「国民の義理がたさ」の２つの
　　　　　　選択肢に分けて質問しているため、ここでは回答比率の高い「国民の
　　　　　　人情味」の比率で作成している。

　　　　　３．選択肢「自由で平和な社会」は 1991年の調査から加わっている。

（出典）内閣府「国民生活に関する世論調査」より作成。

（注）　心の豊かさ：「物質的にある程度豊かになったので、これからは
　　　　　　　　　　　　心の豊かさやゆとりある生活をすることに重きをおきたい」

　　　　物質的豊かさ：「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに
　　　　　　　　　　　　　　重きをおきたい」　　

【日本の国や国民について誇りに思うこと】
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